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６月１７日 

（月曜日） 

７番 

熊坂 伸子 議員 

（ネクストみやこ） 

１ 宮古市のエネルギー政策について 

２ 宮古市の農林業の課題と今後の展望について 

Ｐ１ 

Ｐ１ 

１６番 

落合 久三 議員 

（日本共産党） 

１ 復興事業収束後の新たな課題として雇用と仕事

の確保策について 

２ 大不漁に直面する水産加工業の危機打開策につ

いて 

Ｐ２ 

 

Ｐ３ 

 

９番 

橋本 久夫 議員 

（ネクストみやこ） 

１ 海洋ごみ対策について 

２ シビックプライドの醸成について 

Ｐ４ 

Ｐ４ 

２０番 

田中  尚 議員 

（日本共産党） 

１ 国民健康保険制度の拡充について 

２ 介護保険制度の改善について 

３ 低所得者層を対象とした子育て支援策について 

４ 給食費及び就学援助制度の拡充・維持について 

Ｐ５ 

Ｐ５ 

Ｐ５ 

Ｐ６ 

３番 

西村 昭二 議員 

（ネクストみやこ） 

１ トラウトの海面養殖調査事業のリスク管理と将

来展望について 

Ｐ７ 

 

６月１８日 

（火曜日） 

１５番 

竹花 邦彦 議員 

（新風クラブ） 

１ 障がい者差別解消の課題について 

２ 防災行政無線戸別受信機設置について 

３ 地域おこし協力隊について 

Ｐ８ 

Ｐ８ 

Ｐ９ 

４番 

畠 山  茂 議員 

（新風クラブ） 

１ 各種選挙における投票率向上の取り組みについ

て 

２ 県立高校の再編計画について 

Ｐ10 

 

Ｐ11 

１３番 

坂本 悦夫 議員 

（新風クラブ） 

１ ひきこもりと 8050 問題について Ｐ12 

２番 

木 村  誠 議員 

（尽政クラブ） 

１ 市民協働の推進について Ｐ14 

 

 

 

 

 

 

 



 

令和元年６月定例会議 一般質問通告一覧表 

 

（質問順） 

質問月日 質  問  者 質   問   事   項 

６月１９日 

（水曜日） 

５番 

小島 直也 議員 

（公明党） 

１ 市内在住の外国人とのかかわりについて Ｐ15 

１７番 

松本 尚美 議員 

（無所属クラブ） 

１ 行政改革について（次期構造改革計画策定につ

いて） 

２ 地方創生第２ラウンドについて 

Ｐ16 

Ｐ16 
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一 般 質 問 通 告 書 

 

質問月日 ６月１７日（月）  

質問順位 １番  

質 問 者 議席番号 ７番 熊 坂 伸 子 議 員  

質問事項 質  問  要  旨 摘  要 

１ 宮古市のエネル

ギー政策について 

昨年６月の定例会議一般質問でもエネルギー政策に

ついてお尋ねいたしました。その際の答弁の中で市長

はこれまでの経験を基礎として、再生可能エネルギー

の地産地消をさらに進めること、地域内経済循環が図

られるような新たなエネルギー政策を進めること、及

び市自らが事業を興し得られる収益を市民に還元する

方法等を研究していきたいと述べておられます。 

 １年が経過いたしましたが、この３点につきまして

現時点における進捗状況や課題等について具体的にご

答弁ください。 

 

２ 宮古市の農林業

の課題と今後の展

望について 

市長がマニフェストに掲げられた「産業立市」を実現

すべく、平成28年に「宮古市産業立市ビジョン」と、７

つの産業分野別ビジョンが策定されました。「宮古市農

業振興ビジョン」及び「宮古市林業振興ビジョン」に宮

古市の目指す農林業の姿が示され、その実現に向けて

施策を推進してきたと思いますが、現実には目指す姿

に近づいていない部分が多いと思われます。 

今後、新しいビジョンや総合計画を策定するうえで、

宮古市の農林業の将来展望をどのように描き、以下の

様な課題を、どのように解決していこうとしているの

かお伺いします。 

① 公共牧場の活用等による和牛上場頭数の確保につ

いて 

② 農業の担い手確保に向けて、認定農業者の増加や

新規就農者の確保について 

③ 計画的な森林整備を推進するための、森林経営計

画策定面積の拡大について 

④ 木材の安定供給と森林の公益機能保全のための森

林整備面積の拡大について 

⑤ 木材の地産地消を推進するためのペレットストー

ブ等の導入支援について 

⑥ 特用林産物、特にシイタケの生産拡大について 

⑦ 林業の担い手確保のための林業新規就業者確保に

ついて 
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一 般 質 問 通 告 書 

 

質問月日 ６月１７日（月）  

質問順位 ２番  

質 問 者 議席番号 １６番 落 合 久 三 議 員  

質問事項 質  問  要  旨 摘  要 

１ 復興事業収束後

の新たな課題とし

て雇用と仕事の確

保策について 

政府の直近の月例経済報告や国内総生産額（ＧＤＰ）

を見ても景気の悪化・下方修正は明白である。またア

ベノミクスによる恩恵は全法人数の一握りの多国籍企

業と富裕層に限定され、地方と中小企業にはほとんど

及んでいない。また、震災からの復興事業も収束に向

い、地元企業は再建に要した借入返済据置期間も終わ

り、売上げ減と雇用不安等に直面している。 

大震災からの生業の再生・復興は、市長の公約にも

あるように仕事と雇用確保の柱であり、若者が定住す

るまちづくりの要である。 

そのためにも地域循環型経済・公共事業の展開が極

めて重要となる。そこで以下の点について市長の政策

判断、見解をお伺いする。 

① この間、地域循環型経済、地元企業優先を強調して

きたが、それに照らしてイーストピアみやこの管理

運営、市営駐車場の指定管理に見られるように必ず

しもそうでない状況がある。改めてこのテーマにつ

いて市長の見解を伺う。 

② 公共事業の入札では、地元企業を優先させるため

「市営建設工事発注標準」「指名競争入札心得」など

必要な内規の見直しも行うべきだと思うがどうか。 

③ 県内有効求人倍率は60ヶ月以上も１倍を超えてい

るが、それは一面で深刻な人材不足を示すものだ。正

社員の有効求人倍率は１倍を切り0.95倍、新規求人

に占める正社員の割合は40％に過ぎない。 

市として高卒者の地元就職率の目標値の達成に向

け地元企業との連携強化をいっそう図るべきだと思

うがどうか。 

④ 住宅リフォーム事業は、震災前の22年度と23年度

に実施した経緯がある。対象事業の２ヶ年の工事費

総額18億7千万円を２ヶ年の補助金額（件数3,935×

10万円）で除すると、その経済効果は4.75倍と大きく

その効果は実証済みだ。この事業は、大震災発生で復

旧・復興事業優先ということでわずか２ヶ年で終了

となった。復興事業が収束を迎える今日、その事業の

復活を図るべきだと思うがどうか。 
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 ⑤ 旧新里地区に定住促進住宅が建設されて久しい

が、その事業の到達・評価をどのように把握してい

るのか。また、今日「若者が定住するまち」の視点か

ら見て、改めて若者向け定住促進住宅の整備を図る

べきだと思うがどうか。 

 

２ 大不漁に直面す

る水産加工業の危

機打開策について 

不漁の連続とグループ補助金に関する借入金返済が

始まるなど水産加工業は大きな岐路に立たされてい

る。 

自力で「移入魚」、「輸入魚」を確保して新製品開発

に挑んでいる水産加工業者もある。しかしながら、総じ

て「魚が獲れない」、「冷凍冷蔵庫に魚の在庫がない」、

「加工原魚が高騰しており手が出せない」といった状

況が多く見られ、大変深刻な事態と言える。 

こうした苦境の打開策から加工原魚確保のため、宮

古水産加工業協同組合として「移入魚」「輸入魚」を購

入確保する際の支援や高騰している加工原魚確保に役

立つ適切な支援、さらには加工業協同組合が冷凍冷蔵

庫を整備するとした場合への支援、などが考えられる

が、そうした支援策を検討したことがあるのかどうか、

またその必要性をどのように認識しているか伺う。 
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一 般 質 問 通 告 書 

 

質問月日 ６月１７日（月）  

質問順位 ３番  

質 問 者 議席番号 ９番 橋 本 久 夫 議 員  

質問事項 質  問  要  旨 摘  要 

１ 海洋ごみ対策に

ついて 

海洋ごみやプラスチックごみによる海洋汚染が深刻

化している。2016年の世界経済フォーラム年次総会で

は、「さらにプラスチックのリサイクルを進めないと

2050年には世界中の海に漂うプラスチックごみが魚の

量を上回る」と報告された。とりわけ、海洋ごみの中の

プラスチックやその微細化により発生するマイクロプ

ラスチックを海洋生物が誤って摂取することによる生

態系への影響が、世界的に危惧されている。本市の基幹

産業である水産業への影響も懸念されることから、そ

の抑制への対策が急務である。廃プラスチック規制や

漂着物の削減対策、発生抑制に積極的に取り組んでい

くべきと考えるが、市として現状をどう認識している

か。 

併せて、国連で定められた持続可能な開発目標「ＳＤ

Ｇｓ」の「海の豊かさを守ろう」の取り組みについても

市として積極的に推進すべきであり、身近な地球温暖

化対策事業や環境学習、体験学習を積極的に展開すべ

きと考えるが、見解を伺う。 

 

２ シビックプライ

ドの醸成について 

シビックプライドとは、「市民がまちに対して持つ誇

り・愛着・共感」のことで、「主体的にまちづくりに関

わり地域を良くしたい」という当事者意識に基づく自

負心である。 

最新の宮古市市民意識調査によると、地域への愛着

度、市への愛着度及び定住意向が前回調査よりも低下

傾向にある。また、全国的には少子高齢化による人口減

少が進み、都市間競争は激しさを増している。人口流出

を抑え、交流・関係人口を増やし、定住化へとつながる

持続可能なまちづくりを目指すためにも「シビックプ

ライドの醸成」が重要ではないか。 

そのためには、市民の参加、体験、共有を誘発する仕

組みづくりに加え、シティプロモーションと連動した

まちの情報発信や広報活動の新たな仕組みづくりも求

められる。「シビックプライドの醸成」を次期総合計画

に盛り込み、取り組んでいく必要があると考えるが、見

解を伺う。 
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一 般 質 問 通 告 書 

 

質問月日 ６月１７日（月）  

質問順位 ４番  

質 問 者 議席番号 ２０番 田 中   尚 議 員  

質問事項 質  問  要  旨 摘  要 

１ 国民健康保険制

度の拡充について 

国保制度の構造的な問題解決へ、子ども均等割り課

税の免除は評価されるが、加入者の重税感の解消には

更なる努力が必要と考える。以下の点について、市長の

認識を伺う。 

① 全国知事会、全国市長会等が求める公費１兆円の

国保財政支援は、当面は協会けんぽ（全国健康保険協

会）との格差是正が目標と考えるがどうか。 

② 短期被保険者証、被保険者資格証明書の発行が、収

納率の向上に与えた影響をどう評価しているのか。

メリット及びデメリットについての認識も示された

い。また、滞納者への生活再建支援の視点で今後必要

となる課題を示されたい。 

 

２ 介護保険制度の

改善について 

介護保険料の軽減と、特別養護老人ホームの待機者

解消が必要と考える。以下の点について、市長の認識を

伺う。 

① 介護保険事業の実態に照らして保険料は適正な水

準と考えるのか。 

② 特別養護老人ホームの入居希望者の多くが、順番

待ちの実態にある。抜本的な改善には何が必要であ

り、市としてどのような取り組みを行うのか示され

たい。 

③ 地域包括ケアシステムの利用実態からうかがえ

る、課題と今後の対策を伺う。 

 

３ 低所得者層を対

象とした子育て支

援策について 

児童虐待の広がりと子どもの貧困対策は、当事者の

家庭の問題にとどまらず、大きな社会問題でもあると

考える。以下の点について、市長の認識を伺う。 

① 医療費助成事業は行政による直接的な子育て支援

策の面があると考えるが、根本的な解決策としては

国が制度化すべきと考える。それが、実現していない

理由をどのように考えるのか。 

② 市は今年度から子ども食堂・居場所づくりへの支

援に踏み出したが、ひとり親家庭への更なる支援が

必要ではないかと考える。子ども食堂に続く、支援策

の準備はあるのか。 

③ 本市が行った子どもの貧困に関する実態調査をも

とに、総合的な対策が必要と考えるが、市の取り組み

の状況と対応策を示されたい。 
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４ 給食費及び就学

援助制度の拡充・維

持について 

経済的な理由で児童生徒を就学させることが困難な

家庭への更なる支援のため、以下の点について市の認

識を伺う。 

① 学校給食費の無償化もしくは軽減が必要と考える

が、その予定はないか。 

② 就学援助制度については、平成30年３月定例会に

おいて、生活保護基準の引き下げによる就学援助制

度への影響を防ぐため、引き下げ後も従前の基準を

採用するとの答弁があった。この基準が現在も維持

されているか。また、援助の水準が適正と考えるか、

今後の拡充の予定はないか。 
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一 般 質 問 通 告 書 

 

質問月日 ６月１７日（月）  

質問順位 ５番  

質 問 者 議席番号 ３番 西 村 昭 二 議 員  

質問事項 質  問  要  旨 摘  要 

１ トラウトの海面

養殖調査事業のリ

スク管理と将来展

望について 

今後、宮古市の新たな水産業の柱となり得る期待の

かかる、トラウトの海面養殖調査事業について、次の２

点を伺う。 

① 養殖の実施場所として、宮古湾内の白浜漁港が挙

がっているが、現地は海洋ゴミの漂流、漂着がある場

所だと聞いている。さらに台風や豪雨などにより、津

軽石川、閉伊川などから流入する河川ゴミや流木の

被害も想定される。 

そこで実施に当たり、このようなリスクのある場所

を選定した理由と、リスクを最小限に抑える対策が

とられているかどうかを伺う。また、調査の結果、海

面養殖が困難との結果が出た場合、陸上養殖に転換

する考えはあるのか、市長の見解を伺う。 

② 調査事業の結果、本市がトラウト養殖に成功し、知

名度が高まれば、全国各地の漁業者が同様の事業を

取り入れることが想定される。 

そこで、今のうちからトラウトに付加価値を与え、競

争力を高める方策を検討しておくがこと必要だと思

う。本市には、宮古、重茂、田老と海の漁協が３つあ

り、更に閉伊川、田老町河川という川の漁協も２つあ

る。 

関係者と連携し、トラウトの孵化、養殖、出荷までを

一環した事業にしたり、加工・流通・販売も含めた

６次産業化したりすることが、水産のまち宮古とし

て必要ではないかと考えるが、このような養殖成功

後をにらんだ取り組みについて、市長の見解を伺う。 
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一 般 質 問 通 告 書 

 

質問月日 ６月１８日（火）  

質問順位 １番  

質 問 者 議席番号 １５番 竹 花 邦 彦 議 員  

質問事項 質  問  要  旨 摘  要 

１ 障がい者差別解

消の課題について 

障害者差別解消法施行から３年が経過し、当市にお

いても障がい（者）理解の一層の促進と差別解消に向け

た実効性ある取り組みが課題となっている。ついては、

次の２点について伺う。 

① 私は昨年６月定例会議一般質問において、障がい

者差別に関する相談事例の共有や情報交換、協議等

を行う役割の宮古地域障害者差別解消支援協議会

（以下、協議会）に、相談事例に対する解決・あっせ

ん等の役割・機能も併せ持たせる必要があると指摘

し、市長も理解を示し、対応する旨の答弁がなされ

た。この解決・あっせん機能に係る市と協議会の検

討状況について伺う。 

② 聴覚障がい者は現在、火災発生等における情報を

得る手段を持っておらず、不安な状況に置かれてい

る。障がい者に対する平等な情報提供の保障という

点で問題であり、緊急災害時対応の面からも市の適

切かつ迅速な対応が求められている。 

ついては、県内他市で導入されている防災行政無線

内容の文字伝送システムを当市でも導入すべきと考

える。市の対応方針を伺う。 

 

２ 防災行政無線戸

別受信機設置につ

いて 

当市は、これまで防災行政無線の戸別受信機設置を

行なわない方針を示してきている。しかし、市民から

は、住宅建物が高気密化し、風や雨等の天候時には無線

放送が聞こえない、聞きにくいという声が多く上げら

れている。 

毎年のように豪雨災害が発生し、深刻な被害をもた

らしている中で、戸別受信機を防災につなげる装置と

して普及を進める動きも強くなっている。 

当市でも、災害弱者である高齢者、障がい者、在宅介

護世帯等を優先対象に位置付け、戸別受信機設置を進

める検討を行うべきと考えるがどうか。市の考えを伺

う。 
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３ 地域おこし協力

隊について 

４月に「産直とれたろうを中心とした田老地域活性

化事業」を担う地域おこし協力隊員が新たに委嘱され

た。本年度はさらに「空家対策」や「インバウンド対応」

で協力隊員を受け入れる予定であり、一層の増員が期

待されるところである。 

一方で、協力隊員の活動を行政や市民が支え、理解し

ていく仕組みや機会の創出、定住化が今後の課題と思

われる。この認識から、次の点を伺う。 

①市民と地域が協力隊員の活動実践内容を理解し、今

後の地域づくりをともに考え、連携・協働していく

目的で、協力隊員の活動報告会等を開催し、市民と意

見交換等を行う場を設定する考えはないか伺う。 

②本年度予算で起業経費補助が盛り込まれたが、協力

隊員の任期終了後の定住化に向けた今後の課題認識

と具体的対応等について市の考え方を伺う。 
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一 般 質 問 通 告 書 

 

質問月日 ６月１８日（火）  

質問順位 ２番  

質 問 者 議席番号 ４番 畠 山   茂 議 員  

質問事項 質  問  要  旨 摘  要 

１ 各種選挙におけ

る投票率向上の取

り組みについて 

今年の４月に行われた統一地方選挙では、最低の投

票率、議員のなり手不足、無投票選挙の増加が課題とな

りました。当市においても投票率の低下が懸念され、最

近の投票率を見ると４割近くの方が投票をしていませ

ん。 

（1）総務省は投票率の低下に歯止めをかけるべく投票

環境の向上のための制度改正を行い、投票所における

様々な工夫を促しています。そこで、当市においても投

票環境の向上が必要と思われることから以下の点を伺

います。 

① 高齢者世帯や独居老人が増え、投票所までの交通

手段を持たない方も増えていることから、投票所送

迎バスの運行や53投票所の見直しが必要と考えます

が、市の見解を伺います。 

② 近年は期日前投票が市民に定着し、期日前投票者

割合は約25％に上ります。有権者の利便性の観点か

ら期日前投票所の増設や設置場所のあり方の検討が

必要と考えますが、市の見解を伺います。 

 

（2）2016年６月から選挙権年齢が18歳以上に引き下げ

られ、若者を対象とした更なる啓発活動が必要と考え

られることから、以下の点を伺います。 

① 現在、若年層への啓発活動は、高校生を対象にした

講演と模擬投票が中心になっていますが、小中学生

も対象とし、計画的な主権者教育に力を入れて取り

組むべきと考えますが、市の見解を伺います。 

② 2016年に総務省が行った18歳選挙権に関する意識

調査において、子どもの頃に親が行く投票について

行った経験がある子は、ない子に比べて20ポイント

投票率が高い結果が出ました。当市においても、啓発

活動の一環として「親子で投票に行こう」大作戦を学

校の主権者教育や明るい選挙推進協議会の活動の中

で取り組むべきと考えますが、市の見解を伺います。 
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２ 県立高校の再編

計画について 

岩手県教育委員会は「岩手の魅力ある高校づくりに

向けて」2016年度から2025年度を計画期間とする、県立

高等学校再編計画に取り組んでいます。2020年度まで

の前期計画では、宮古商業高校と宮古工業高校が統合

の対象、宮古高校と宮古水産高校が学科改編・学級減

の対象とされています。 

また、今後は後期計画の策定に向けた地域検討会議

が開催され、その後、年度内に具体的な統合校を示した

計画案をまとめる予定になっています。 

この再編計画は、市の教育施策とも関わりがあり、長

期的にはまちづくりにも影響を及ぼすと考えられるこ

とから、以下の点について伺います。 

① 県内初の校舎制による、宮古工業高校と宮古商業

高校の統合が来年度からスタートしますが、市とし

てこの統合をどう評価しているのか伺います。また、

本市の中学生が安心して進路選択を行うことができ

るよう、高校再編の進捗状況について、県と市の情報

共有が図られ、中学校での進路指導などに活かされ

ているのか伺います。 

② 後期計画において、本市を含む宮古ブロックでは、

中学校卒業予定者数の減少により、学級数の減、総合

的な産業高校の設置、更なる統合などが盛り込まれ

ることが懸念されます。高校再編が宮古市民にとっ

てより良いものとなるよう、地域検討会議などの機

会ごとに、本市の教育・人材育成・まちづくりにつ

いての考えを県に伝えるよう、働きかけていくべき

だと考えます。市として、そうした働きかけを行う意

思があるのか、どんな機会にどのような働きかけを

行っていくのかについて伺います。 
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一 般 質 問 通 告 書 

 

質問月日 ６月１８日（火）  

質問順位 ３番  

質 問 者 議席番号 １３番 坂 本 悦 夫 議 員  

質問事項 質  問  要  旨 摘  要 

１  ひ き こ も り と

8050 問題について 

近頃80代の親が50代の子どもの生活を支える「8050

問題」という言葉を耳にするようになった。約30年前、

ひきこもりは若者の問題とされていた。現在になって、

当時のひきこもりの若者が50代、その親が80代となり、

ひきこもりは長期化、高齢化の傾向にある。こうした親

子が社会的に孤立し生活が立ち行かなくなる深刻なケ

ースが目立ちはじめ、本人と家族を丸抱えした支援を

どのように理解し、地域でどのように支えていくのか

が喫緊の課題となっている。 

今年の３月、県は初めてひきこもりの実態調査の結

果を公表した。それによるとひきこもりとみられる人

は県内に1,616人おり、このうち40代以上が62％を占め

ていることが分かった。同時期に内閣府もひきこもり

の調査結果を発表し、全国で推計61万３千人の中高年

（40～60歳）がひきこもっており、若者（15～39歳）の

過去のひきこもり推計人数54万１千人という結果に対

し、中高年が若者を上回っていることが分かった。若

者、中高年を合わせて全国のひきこもり総数は100万人

を超えるとみている。このことから、ひきこもりの長期

化、高齢化が全国的に進んでいる現状が国、県の調査で

初めて明らかになり、若者や中高年を含むひきこもり

全体への対策の必要性が浮き彫りとなった。このまま

では、ひきこもり者はますます社会から孤立する。斎藤

環筑波大学教授は「ひきこもりは家族だけで解決する

のは難しい。“個人”と“社会”をつないでくれるよう

な家族以外の第三者の介入が必要だ。」と言う。行政の

体制もまだ不十分で、早急に強化を図るべきだ。そし

て、再び社会とのつながりを取り戻すよう丁寧に取り

組むことが求められる。 

そこで次の点について伺う。 

① 中高年のひきこもりと「8050問題」の現状認識につ

いて伺う。 
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 ② 他の自治体では、洋野町をはじめ独自にひきこも

りの調査を実施し成果を上げている。ひきこもりの

当事者はどんな支援を求めているのか、課題は何な

のか、当市でも正確に、丁寧に調査すべきである。そ

の調査結果を踏まえた上で対策を構築すべきと思う

が見解を伺う。 

③ 内閣府の調査によると、ひきこもりのことを「誰に

も相談しない」が45％に上っている。早期発見の策は

あるか伺う。 

④ 内閣府の調査、民間団体の調査でひきこもりのき

っかけとして不登校が挙げられている。ひきこもり

の長期化を防ぐため学校教育段階からの切れ目のな

い支援が重要と考えるが、そうした支援がなされて

いるか伺う。 

⑤ 長期化、高齢化するひきこもりの就労支援はハー

ドルが高い。対策として就労ありきという考えを見

直すべきではないかと思うが見解を伺う。 

⑥ 厚労省が公表した「ひきこもり支援のガイドライ

ン」によると、最初の段階は「家族支援」→「個人療

法」→「居場所の提供」、最終段階で「就労支援」と

進むことになっている。個人と社会を結ぶ重要なス

テップであるが、当市では対応できる職員が足りて

いるのか伺う。 

⑦ ひきこもり者の親の亡きあと、地域で生きていく

ためのサポート体制について伺う。 
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一 般 質 問 通 告 書 

 

質問月日 ６月１８日（火）  

質問順位 ４番  

質 問 者 議席番号 ２番 木 村   誠 議 員  

質問事項 質  問  要  旨 摘  要 

１ 市民協働の推進

について 

最新の宮古市市民意識調査報告書によると、「まちづ

くりは市民と行政の協働か否か」の項目において、「ま

ちづくりは市民と行政が協働して進めるものであり、

市民は積極的に参加するべきだ」との意見がすべての

年代で５割を超えており、市民が年代を問わずまちづ

くりへの積極的な参加を望んでいることが伺える。特

に10・20代では67.9％が肯定的に考えている。 

「まちづくり」と言っても、経済から日常の清掃活動

まで様々あるが、まずは身近なところで誰でも気軽に

地域に貢献できる環境、特に若い世代が関わりやすい

環境を整備することが、市の発展につながるのではな

いか。 

千葉市では、市民が日常生活の中で気付いた   

地域の課題をスマートフォンのアプリを活用して市に

連絡する仕組み「ちば市民協働レポート（通称：ちばレ

ポ）」により市民協働を推進している。本市においても

このようなシステムを導入することで、若い世代がま

ちづくりに参加しやすくなり、さらに地域課題やその

解決に関する情報を市民と行政、市民と市民の間で共

有することが可能になると考えるが、市の見解を伺う。 
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一 般 質 問 通 告 書 

 

質問月日 ６月１９日（水）  

質問順位 １番  

質 問 者 議席番号 ５番 小 島 直 也 議 員  

質問事項 質  問  要  旨 摘  要 

１ 市内在住の外国

人とのかかわりに

ついて 

当市には、一年間、あるいは数年の滞在を許可されて

勉強や就労のため、在住している中国人を始めとする

外国出身の方々がいます。様々な目的で来日していま

すが、その方々が宮古にいる間、私たち市民と接するこ

とが少ないと感じます。 

市には古くから宮古市日中友好協会が設置されてお

り、３年前には「国際社会に対応した開かれた魅力ある

まち・宮古を作る」ことを目的とした宮古市国際交流

協会も設立され、在住外国人の方々が住み心地の良い

多文化共生都市を目指して活発に活動しています。 

当市において外国人の転入が微増している今日、今

後ますます増えると思われる外国人の方とのかかわり

が重要になってくると考えます。 

現在、市内で暮らしている外国人の方々と対話する

機会を設けながら、多文化共生を探ってみる必要もあ

ると思います。 

宮古市総合計画では、地域間交流の推進施策の基本

事業の中で、国際交流・理解活動の推進を図るため、公

益財団法人岩手県国際交流協会や市民団体などと連携

し、国際理解を深めるよう国際交流の取り組みを進め

るとありますが、その取り組み状況・課題について伺

います。 

また、多文化共生都市を目指すうえで、さらに取り組

むべき施策は何か、伺います。 
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一 般 質 問 通 告 書 

 

質問月日 ６月１９日（水）  

質問順位 ２番  

質 問 者 議席番号 １７番 松 本 尚 美 議 員  

質問事項 質  問  要  旨 摘  要 

１ 行政改革につい

て（次期構造改革計

画策定について） 

平成17年度に構造改革大綱及び実施計画を策定し、

平成31年度までの計画として取り組んできました。こ

の間、計画と実態の隔たりの解消のため、定期的に内容

の見直しを行うとあります。 

しかしながら、東日本大震災からの復旧・復興の優

先のため、定期的な見直しはもとより、見通すための年

度毎の評価検証も出来ていない事は確認済みでありま

す。平成31年度（令和元年）を終期としている計画であ

りますので、15年間の評価検証を踏まえ、また、新たな

視点での改革計画が必要と思います。 

現計画実施の評価を伺うとともに、次期計画策定に

あたっての新たな視点、新機軸をお持ちと思いますの

で、市長の所見を伺います。 

 

２ 地方創生第２ラ

ウンドについて 

まち・ひと・しごと創生総合戦略に基づく総合戦略

の計画期間は５年間で、今年度はその最終年度にあた

ります。実施策展開の第１ラウンドであるこの５年間、

ＰＤＣＡサイクルによる検証がなされ、その改善が進

められてきました。この過程では、数値目標やＫＰＩ

（重要業績評価指標）の達成度（割合）を中心に検証が

なされていると思いますが、現時点での第１ラウンド

に対する、市長の評価を伺います。 

また、第１ラウンドの達成状況は、第２ラウンドであ

る次期５ヶ年計画に継続、反映されるものと思います。

そこで、まち・ひと・しごとの分野毎に、課題と改善

点、加えて、目標達成を目指したい施策や事業項目につ

いて、市長の所見を伺います。 

 

 

 


